
藤里町奨学金返還助成金交付要綱 

藤里町奨学金返還助成金交付要綱を次のように定める。 

（目的） 

第１条 本助成金は、藤里町奨学会奨学金について、就学時に貸与を受けた者に対し、県内

就職後にその返還額を予算の範囲内で助成することにより、若年層等の町内定着ととも

に、県内産業を担う人材の確保及び育成を促進することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）県内就職 ①秋田県内に本社機能を有する企業、団体又は個人事業主（以下「企業

等」という。）に雇用され、かつ県内事業所又は事務所で就労すること、又は②秋田県

外に主たる事業所又は事務所を有する企業等に、主たる勤務地を秋田県内に定めて雇用

され、かつ県内事業所又は事務所で就労すること、又は③秋田県内において起業し又は

農林漁業等に従事すること 

（２）奨学金の年返還額 県内就職日以降の奨学金返還実績額のうち、助成対象者としての

認定を受けた後、町内に居住し、かつ県内事業所又は事務所で就労している期間の１２

か月ごとに返還した総額（奨学金貸与団体との当初の又は猶予等を理由とする変更後の

約定において、平成２９年４月以降に返還することとされている部分に限る。ただし、

約定利息は返還した総額に含むが、遅延利息及び延滞金は返還した総額に含まないもの

とする。） 

 

（助成対象者） 

第３条 本助成金の対象となる者は、次の各号の要件を全て満たす者とする。 

（１）奨学金の貸与を受け、返還予定又は返還中の者 

（２）別に定める要件を満たす、町内に定住する意思をもって住所を有する者 

（３）別に定める要件を満たす県内就職者 

２ 前項の要件を満たす者のうち、次の各号のいずれかに該当する者は、本助成金の対象者

から除くものとする。 

（１）国家公務員又は地方公務員として雇用されている者（非常勤職員及び臨時的任用職員

等（ただし、正職員の給料表の適用を受ける者を除く。）を除く。） 

（２）独立行政法人、国立大学法人又は地方独立行政法人等に正規に雇用されている者 

（３）秋田県奨学金返還助成金で未来創生分の助成金を受ける者 

 

（助成対象額及び助成対象期間） 

第４条 助成対象額は、第３条に定める助成対象者が返還する奨学金の年返還額とする。 



２ 助成対象期間は、第３条に定める奨学金の借入期間が２年以上３年以内の場合は２年

間、３年を超える場合は３年間とする。 

 

（助成率及び助成金額等） 

第５条 第３条に定める助成対象者について、助成を行う。 

２ 前項の助成率は１／３とし、助成対象額に助成率を乗じて算定した助成金額が６万６千

円を超える場合は、助成金額を６万６千円とする。 

３ 前項の算定において千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた金額をもっ

て助成金額とする。 

 

（助成対象者の認定申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者は、その交付申請を行う前までに、助成対象者の

認定を受けなければならない。 

２ 前項の助成対象者の認定を受けようとする者は、様式第１号に次の各号に掲げる書類を

添付して、町長に提出しなければならない。 

（１）就労を証明できるもの（参考様式の「在職証明書」。これによりがたい場合は採用通

知、就労証明、所得証明、確定申告書の写し等） 

（２）住民票抄本 

（３）奨学金の名称、貸与金額、貸与期間、返還金額、返還計画、返還実績、返還残額を証

明できるもの 

（４）奨学金貸与団体等への個人情報提供同意書（様式第２号） 

（５）その他助成対象者の認定のため必要なもの 

 

（助成対象者の認定等） 

第７条 町長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、助成対象者

と認定するときは様式第３号（その１）により、認定しないときは様式第３号（その２）

により、それぞれ申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による認定後、申請書及び添付書類の記載事項が事実と異なると

き、その他認定が不適当と認めるときは、助成対象者の認定を取り消すことができる。 

３ 町長は、前項による措置をとった場合は、その旨を様式第３号（その３）により、助成

対象者の認定を受けた者に通知する。 

 

（申請者又は認定者情報異動等の届出） 

第８条 第６条に規定する申請を行った者は、次の各号のいずれかに該当することとなった

場合には、その旨を様式第４号により、速やかに町長に届け出なければならない。第７条

第１項に規定する認定を受けた後も同様とする。 



（１）個人情報（氏名、住所、電話番号、メールアドレス、助成金振込予定口座）に異動が

生じる場合 

（２）就職先等情報に異動が生じる場合（離職・廃業する場合、転職する場合） 

（３）藤里町外へ転出する場合（県外事業所・事務所での勤務を命じられる場合、長期研修

等による一時的転出の場合等） 

（４）助成対象奨学金について、返還猶予を受ける場合 

（５）助成対象奨学金について、返還免除を受ける場合 

（６）助成対象奨学金について、返還計画を変更する場合（繰上返還、減額返還を行う場合

等） 

（７）助成対象者の認定申請を取り下げる場合、又は助成対象者の認定を辞退する場合 

（８）その他届出の必要があると認められる場合 

２ 町長は、前項の届出に基づき情報を更新する。なお、必要な場合は第８条第１項の例に

より、届出の内容を反映した認定通知を届出者に送付するものとする。 

 

（助成金の交付申請） 

第９条 助成金の交付を受けようとする者は、第７条第１項に規定する認定通知書に記載さ

れた期限までに、助成金の交付申請を行わなければならない。 

２ 前項の交付申請は、様式第５号に次に掲げる書類を添付して、町長に提出して行わなけ

ればならない。 

（１）奨学金返還実績等報告書（様式第５号） 

（２）在職証明書（ 参考様式。これによりがたい場合は就労証明、所得証明、確定申告書

の写し等） 

（３）住民票抄本 

（４）奨学金の名称、貸与金額、貸与期間、返還金額、返還計画、返還実績、返還残額を証

明できるもの 

（５）第７条第１項の認定通知の写し（ただし、第８条第２項により、内容を更新した後の

通知を受けている場合は、その通知の写し） 

（６）その他助成金の交付決定のため必要なもの 

 

（助成金の交付決定等） 

第１０条 町長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適正と認

めるときは、助成金の交付決定及び額の確定を行い、その旨を様式第６号により、申請者

に通知するものとする。 

 

（助成金の交付） 

第１１条 助成金は、前条の規定に基づく額の確定後、助成金の交付決定者からの請求に基



づき行うものとする。 

２ 前項の請求は、様式第７号を町長に提出して行わなければならない。 

 

（是正のための報告等） 

第１２条 町長は、第９条に規定する申請書を受理した場合のほか、助成事業の遂行に関し

必要と認めるときは、助成対象と認定した者に対し、必要な報告等を求めることができ

る。 

２ 町長は、前項の報告等により、是正を要する事項があると認めるときは、その者に対

し、必要な措置をとるよう求めることができる。 

 

（助成金の交付決定の取消及び返還命令） 

第１３条 町長は、助成金の交付決定を受けた者が次のいずれかに該当すると認めるとき

は、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に助成金が交付されているときは、

期限を定めて返還を命ずることができる。 

（１）町長に提出する書類の記載事項に虚偽があるとき 

（２）助成金の交付決定通知書に記載の条件に違反したとき 

（３）前条の規定による報告等を求められた場合において、正当な理由がないにもかかわら

ず、その対応を行わないとき 

（４）その他町長が不適当と認めるとき 

２ 町長は、前項による交付決定の取消を決定した場合は、その旨を、様式第８号により交

付決定を受けた者に通知する。また、返還を命ずる必要がある場合は、併せて返還を命ず

る。 

 

（その他） 

第１４条 財務規則及びこの要綱に定めるもののほか、助成金の交付に必要な事項について

は、別に定める。 

第１５条 この要綱で対象とならない、藤里町奨学金を現に返還中の者及び今後返還する者

のうち藤里町に定住の意思をもって藤里町内に居住している者については別紙１による。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 


